
- 1 -

■人材育成等に関する庁内各課の取組状況 資料１３
【一次産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

地域農業を支える人材育成 ○地域で担い手の育成・確保活動を ○担い手対策推進担当者研修会 ○経営指導担当者等のスキルアッ ○従来の取組を継続する。

〔経営指導担当者の育成〕 行う担当者のスキルアップが課題 （Ｈ20～Ｈ22） プに向けた取組を継続的に実施
である。 担い手対策を推進する担当者の する。

スキルアップとフォローアップ
■バックボーン ○担い手の育成・確保対策の推進に のための研修会を実施
北海道農業・農村ビジョン21 当っては、「担い手育成総合支援

○法人担当者講習会（Ｈ20～Ｈ22）
(H15～H25) 協議会」のもと、行政や農業関係 総合振興局・振興局、市町村、

≪農政部農業経営課≫ 機関・団体が一体となって、それ
農協等の現場段階での指導者の

ぞれのノウハウを生かしながら、
育成を目的に開催

地域の実情に即して取り組むこと
が効率的である。 ○担い手育成・確保普及啓発推進

重点地区活動 （Ｈ20～Ｈ22）
市町村・地域協議会等への啓発
活動支援の取組を複数地区で実施

○多様な農業担い手の育成・ ○65歳以上の農業就業人口は全体の ○北海道農業開発公社により、次 ○円滑な新規就農及び持続的な地 ○トライアル研修制度等創設の検討
確保 34％を占め、また離農戸数も毎年 の事業を実施 域農業の維持、発展のために、 地域の合意により就農地が確保さ

1，000戸前後で推移し、その理由 ・就農相談及び就農促進活動 担い手の育成と就農地の確保を れている認定就農者が、就農後に
■バックボーン の８割以上が「後継者がいない」

・農業体験ツアー
結びつけた、研修から円滑な就 安定した農業経営を行えるよう、

第３期北海道農業・農村 「労働力不足」となっており、農 農を促し、農業経営をより確実 経営開始前に農業経営を実践する
振興推進計画〔H18～H22〕 業生産の維持・向上を図っていく ・新規参入者就農促進支援事業 に実現するための一連の施策が トライアル研修制度等の創設を検

≪農政部農業経営課≫ 上で、手放された農地の受け皿と (研修者受入農家に対する経費の 必要である。 討するとともに、その後の円滑な
なる経営体の育成・確保が求めら 助成) 就農を促すため、農地と担い手育
れている。

・農家研修受入体制強化事業
成を一体化した新規就農対策を進

(事故防止啓発と傷害保険の一部
めていく必要がある。

○一方で、就農希望者も就農する際、 助成)
経営作物や規模がマッチングした
「就農地の確保」や就農後安定し ・就農支援資金の貸付け
た経営を行うための「経営技術の (研修に必要な無利子資金の貸付)
習得」が課題となっている。

○農業大学校による、専門的な知
識や技術、実践力の修得

・養成課程、研究課程、研修部門

・一般研修、機械研修
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【一次産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

森林施業の担い手の育成・ ○林業・木材産業等は、長期にわた ○緊急雇用対策事前研修 (H21) ○林業労働者の技術・技能向上や、○林業担い手研修
確保 る木材価格の低迷や、人件費をは 森林作業への雇用を希望する者 森林施業プランナーの養成など、 林業労働者の新規参入促進及び技

じめとする経営コストの嵩高など を対象に作業の基礎的な知識や より現場のニーズに合致した研 術・技能の向上を図る研修等を総
■バックボーン により、森林所有者の林業への投 技能を習得するための研修を実 修事業の実施に向けて取り組む。 合的に実施する。
北海道森林づくり基本計画 資意欲や関心が急速に減退し、間 施。

(H20～H29) 伐などの手入れの行き届かない森
○基幹林業労働者研修 (H20～H21)

≪水産林務部林業木材課≫ 林が多い状況にある。
３年程度の林業経験者を対象に

○北海道森林づくり基本計画の ○国の森林・林業基本計画等の見直

林業に関する専門的知識及び技 改定 しを踏まえた上で計画の改定作業
○一方で、近年、人工林資源が充実

術・技能を有する林業労働者の
を進める。

し、道産木材の供給能力が高まる
養成を図るための研修を実施。

ことが見込まれていることから、
持続的で健全な林業・木材産業の ○新林業機械作業システム技術者
発展に向けて林業再生を進める好 育成研修 (H20～H21)
機となっている。 高性能林業機械を活用し、伐採

から育林までの作業システムを
○このため、森林施業の担い手の育 設計する技術の習得を図るため
成・確保等を通じて、森林の整備 の研修を実施。
や保全が着実に進められる環境を ○作業リーダー研修 (H20)
整えることが課題となっている。

中堅労働者を対象に現場で指導
・監督するために、必要な知識
や技術を習得するための研修を
実施。

○林業担い手研修 (H22)
林業労働者の新規参入促進及び
技術・技能の向上を図る研修等
を総合的に実施。
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【ものづくり産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

ものづくり産業の人材育成 ○道内のものづくり産業に不足して ○生産管理技術強化支援事業 ○これまでの取組に加え、本道も ○戦略的基盤技術育成事業
いる加工組立型工業への参入促進 コスト改善や納期短縮等に必要 のづくり産業の飛躍的発展の基 ○地域産業集積加速型人材育成事業

■バックボーン に向けたＱＣＤ対応力強化や道内 な生産管理技術の強化を図るた 礎となる次世代のものづくり産 ○地域企業先端技術開発プロジェ
北海道ものづくり 加工組立型工業の高度化を支える めの実践的なゼミの開催。 業を支える基盤技術産業や道内 クト
産業振興指針(H18～H29) 基盤技術産業の技術力向上など、 ○品質管理技術強化支援事業 各地域の今後の発展の引き金と

≪経済部産業振興課≫ 道内ものづくり産業の競争力強化 安定的・効率的な精算に必要な なる戦略的産業・業種を担う技
に向けた技術系人材の育成を図っ 品質管理技術の向上のための実 術系人材の育成等を図っていく。
ていくことが必要。 践的なゼミの開催。

○自動車・電子電気部品構造研修
次世代自動車である電気自動車
について、構造や性能に関する
研修会を実施。

○プレス、鋳造研究会等の開催

○アルミニウム利用技術研究会の
開催 等

○

ものづくり産業の人材育成 ○産業社会を取り巻く環境が厳しさ ○現場力養成実践研修 ○道内企業の技術力向上を図るた ○企業ニーズ対応型人材育成支援
を増す中、企業が付加価値の高い (H20～H22) め、より企業のニーズに合致し 事業

■バックボーン 製品を市場に供給し競争力を高め 在職技術者を対象に高等技術専 た研修事業の実施に向けた仕組 ①出前型研修事業
北海道産業人材育成プラン ていくためには、専門技術の高度 門学院を会場として、機械、金 みを構築する。 企業ニーズにマッチしたＯＪＴを

(H20～H22) 化、多様化を図ることが重要であ 属、電気、電子の技術講習会を 実施するため、カリキュラム作成、
≪経済部人材育成課≫ る。 開催。 講師の派遣等を実施する。

○中でも、ものづくり産業において ○３次元CAD設計技術者育成講座
は、顧客の要求を満足する製品を、 (H20～H22)

②人材育成研修マッチング事業

柔軟に低コストで納期どおりに提 自動車産業等への受注拡大や新
道内支援機関等が実施する研修等

供することが求められるが、その 規参入を目指す道内事業所に所 を職種や人材レベルごとに体系的

ためには、製造現場の技能者や技 属する技術者向け研修を実施。
に情報提供することによって、各

術者をはじめ、生産管理技術など
企業が自社にあった研修の選択を

専門性を有する技術系人材を育成
○企業間インターンシップの推進 可能とする。

・確保することが課題となってい
(H21～H22)

る。
アイシン北海道(株)、(株)ダイ ○事業の実施に当たって、業の振 ○課内の組織機構も含め、人材育成
ナックスの協力により、在職者 興所管課とのデマケが出来てい に関する事業の進め方について検

○特に、地場企業の自動車産業への を対象として長期、短期のイン ないので、人材育成課として、 討を行い、企業ニーズに対応した

参入に当たって、自動車産業が求 ターンシップを実施。 事業の進め方を再検討するとと 取組の充実を図る。

める品質やコスト、納期等に対応 ○ＱＣサークル活動導入実践事業 もに、産業人材支援Ｇの企画調

していくためには、量産化に対応 (H21～H22)
整機能の充実を図る。

する技術力の向上やノウハウの蓄 ＱＣサークル活動の導入に向け
積、生産設備の導入などとともに、 たセミナー、研修を実施。 ○北海道産業人材育成プランの改 ○知事公約も踏まえた上でプランの

こうした企業活動を牽引する人材 等 定 改定作業を進める。

が必要とされている。
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【食品産業関連】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

食品産業の人材育成 ○消費者ニーズに対応した付加価値 ○食の安全・安心セミナーの開催 ○道内食品製造企業の新製品開発 ○企業経営や生産現場等における中
の高い新製品の開発や技術力の向 企業倫理の確立、役職員のコン や技術力向上等を促進するため、 核的な役割を担う人材の育成

■バックボーン 上を促進するため、優れた技術者 プライアンス意識の徹底など食 技術者等の育成を図っていく。
○食品加工研究センターと連携した

北海道ものづくり 等の育成・確保が必要。 の安全・安心に焦点を当てたセ 人材の育成
産業振興指針(H18～H29) ミナーの開催。

≪経済部産業振興課≫ ○生産管理技術導入トレーニング
ゼミナールの開催
生産工程のムダ、ロスの削減、
省エネ化の推進、品質の改善を
テーマとしたセミナーの開催。

○食品技術者養成講座の開催
新製品開発、製造技術、マーケ
ティングなどをテーマとした講
座の開催。

○食品加工機械からくり講座の
開催
機械の改良や修理、配置替え、
組み替え等生産現場に対応でき
る技能・技術と適切な判断能力
を習得するための実践的な講座
を開催。 等

○

農商工連携等コーディネイ ○農商工連携など、地域資源を活用 ○農商工連携（地域資源活用）コ ○さまざまな支援機関がもつコー ○農商工連携（地域資源活用）
ト人材の育成 した新事業展開を促進するには、 ーディネーター制度 ディネート機能の活用や商工会 コーディネーター制度

産業間や企業間の間に立ち、連携 商工会議所・商工会では、農商 議所・商工会における農商工連
■バックボーン をコーディネートできる人材の確 工連携などによる地域資源を活 携コーディネーター制度などの ○農商工連携等人材育成事業
地域資源活用促進事業の 保、育成が重要である。 かした新商品の開発等を支援す 取組を通じて、農林水産業と商
促進に関する基本構想等 るためにコーディネーターの認 工業の連携を促進する人材の確

(H21～) 定試験や資質向上の研修会を実 保・育成に努める。

≪経済部商工金融課≫ 施。

○農商工連携等人材育成事業
全国中小企業団体中央会と全国
商工会連合会が、戦略的に農商
工連携を展開する「核」となる
人材を育成・確保することを目
的に、人材育成を実施する機関
を選定し研修を実施。
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【観光関連産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○観光人材の育成 ○地域における観光事業を推進する ○北の観光リーダー養成セミナー ○Ｈ２０～２１の養成セミナーに ○北の観光リーダー養成セミナーの

〔地域観光マネージャーの育成〕 人材やコーディネーター役の人材 座学、ケースメソッド、宿泊研 おいて６４名の修了生を排出。 開催
確保とノウハウ蓄積が不十分な状 修の計８回の講習を札幌で実施。 この修了生は「きたかん.net」 H22までの開催を踏まえ、カリキュ
況にある。 (H20.H21) を組織し、勉強会や地域の観光 ラムの見直しなど、より充実した

■バックボーン まちづくりを応援するなど、セ 内容をもって、札幌と地域（道南
北海道観光のくにづくり ○近年の観光客のニーズの多様化に ○北の観光リーダー養成セミナー ミナーで培った成果を活かした ・道北等）でセミナーを開催する。
行動計画 〔H20～H24〕 対し、地域の特色ある観光メニュ ①北の観光リーダー養成セミナ 活動が広がりつつある。

≪経済部観光局≫ ーづくりが重要となっており、そ ーを札幌と道東(釧路)で開催。○事業の実施により、観光事業を ○地域観光人材ネットワーク形成
れを支える「人」づくり（地域観 ②地域観光人材ネットワーク形 牽引する観光マネージャーを育 セミナーの開催
光マネージャーの育成）が課題と 成に向けたグループワークを 成するとともに、セミナー修了 総合振興局(振興局)や養成セミナ
なっている。 主内容としたセミナーを３地 生と地域の観光人材などとの交 ー修了生などの観光人材と連携し、

域と札幌で開催。(H22) 流を図り全道的な観光人材のネ 地域ネットワーク、更には全道ネ

（後志、上川、胆振、札幌） ットワーク構築を目指す。 ットワークの構築向けてセミナー

○観光人材の育成 ○外国人来道客が安心して快適に旅 ○地域限定通訳案内士試験の実施 ○地域限定通訳案内士試験につい ○地域限定通訳案内士試験の実施

〔地域限定通訳案内士の育成〕 行することができる環境づくりを 平成２０年度から北海道地域 ては、国の制度改正に伴い廃止 国の制度改正の状況を見極めて検
進めるために、地域限定通訳案内 限定通訳案内士試験を実施 予定 討する。
士の育成などの取組が必要。 （受験者数） ただし、改正時期は国会情勢如

■バックボーン ○平成２０年度から北海道地域限定 ・Ｈ２０:２８２名 何のため不明。（観光庁より聴取）
・北海道観光のくにづくり 通訳案内士試験を実施している ・Ｈ２１:２５５名 また、廃止後の取組については、
行動計画 〔H20～H24〕 が、国が業務独占から名称独占へ ・Ｈ２２:１２４名 今後検討。

・北海道外客来訪促進計画 の通訳案内士制度の改正を予定し （合格者数）
〔H20～H24〕 ているため、国の制度改正の状況 ・Ｈ２０:３６名

≪経済部観光局≫ により、地域限定通訳案内士試験 ・Ｈ２１:３９名
を見直す必要がある。 ・Ｈ２２:第1次合格者２７名

○観光人材の育成 ○来道外国人観光客が安心して快適 ○外客受入研修 （H20～H22） ○今後より多くの外国人観光客を ○国際観光ビジネス人材育成検討

〔外国人観光客受入人材の育成〕 に旅行を楽しんでもらうためには 国際観光ボランティアガイドの 誘致するため、戦略的なマーケ 会議の設置
には、観光・宿泊施設等における 育成、善意通訳者の普及を図る ティング活動などの総合的な知 国際観光ビジネスパーソンに求め
受入体制の整備促進が必要。 ため、通訳ボランティア、善意 識と実践力を備えた国際観光ビ られる能力や知識、情報、スキル

■バックボーン 通訳者、市町村、観光事業者な ジネスに携わる人材及び接遇現 などについて整理し、カリキュラ
・北海道観光のくにづくり ○近年の外国人観光客の増加や形態 どを対象に、外国人観光客の受 場での人材を育成するとともに、 ムなどを検討。
行動計画 〔H20～H24〕 の変化（個人・小グループ旅行の 入等に関する研修会を開催。 育成システムの確立及び普及を

○外国人観光客接遇現場リーダー
・北海道外客来訪促進計画 増加など）に伴い、外国語対応が 図る。

養成セミナーの実施
〔H20～H24〕 必要な場面や、異文化についての ○外国人観光客接遇研修会 外国人観光客に接する現場リーダ

≪経済部観光局≫ 理解不足から問題が起こるケース （H20～H22）
ーに求められる能力や知識、スキ

が見受けられる。 指さし会話集などを活用した外
ルなどについて整理し、カリキュ

国人観光客接遇研修会を実施。 ラムなどについて検討・実施

○外国人観光客接遇研修
外国人観光客に接する機会のある
関係者向けに、接遇の練習や異文
化理解についての研修を実施。
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【観光関連産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○観光人材の育成 ○アウトドア活動は、本道の優位性 ○アウトドアガイド資格の認定 ○現在、北海道アウトドア資格制 ○アウトドアガイド資格制度の改訂

〔アウトドアガイドの育成〕 を生かした滞在型観光を推進する 山岳、自然、カヌー、ラフティ 度の見直し検討を進めており、 現行５分野のアウトドアガイドほ
上で重要な要素であり、道では、 ング、トレイルライディングの 平成２３年度から新たな資格制 か、他のアウトドア活動に係る全
平成１３年に北海道アウトドア活 ５分野のアウトドアガイドを対 度として運営開始を予定。 ての分野のアウトドアガイドまで

■バックボーン 動振興条例を制定し、平成１４年 象に、北海道でガイド業務に携 資格制度の対象分野・ガイドを拡
北海道観光のくにづくり 度には同条例９条の規定等に基づ わる際に必要な知識と技術の水 大するとともに、アウトドアガイ
行動計画 〔H20～H24〕 き、「北海道アウトドア資格制度」 準を試験により審査し、北海道 ドを対象とした現行１区分の資格

≪経済部観光局≫ を創設し、アウトドア活動の振興 アウトドアガイド資格を認定。 の枠組みを３区分とし、アウトド
を図ってきた。 ア活動を楽しむ 一般道民まで対象

○人材育成機関の登録 者を拡大するなど、より幅広い人
○登山やカヌー等で度々事故が発生 北海道アウトドア資格制度にお 材の育成に努める。
するなど、アウトドア活動には危 いて、北海道が定めるアウトド
険が内在しており、事故の発生は アガイド資格の基準に対応した
人命のみならず、観光振興、地域 標準カリキュラムに基づいた人
産業等に対して大きな影響をもた 材育成を行う機関を道が登録し、
らすものであり、質の高いサービ 安全で質の高いアウトドアガイ
スを提供ガイド等を育成する必要 ドやアウトドア活動に携わる人
性は更に高まりを見せている。 材を育成。
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【ＩＴ産業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

ＩＴ人材の育成 ○新卒者の大半が道外へ流出してお ○情報系大学・専門学校と道内 ○高度ＩＴ技術者の育成及び新卒 ○国や札幌市、大学等との連携によ
り、優秀な人材の確保が必要。 ＩＴ企業の情報交流会の開催 者の確保 る高度ＩＴ人材の育成及び新卒者

■バックボーン (H20) ○海外市場開拓に向けたＩＴ人材 の確保
北海道サービス産業 ○プロジェクトマネージャー等の高 ○地域産業のＩＴ化に向けたＩＴ の育成 ○道内ＩＴ企業の海外市場開拓に向
振興方針 (H20～) 度技術者や市場開拓等に対応した コーディネータの育成(H21,H22) けたセミナーや現地交流会（ソウ
≪経済部産業振興課≫ ＩＴ人材の育成が必要。

○ＩＴベンダーの営業力アップを ル）の開催

図るためのマーケティング戦略
検討会の実施（H20～H22)

○ＩＴ社会を担う人材の育成 ○社会経済の様々な分野において ○ＩＴ活用指導力向上の推進 ○地域産業の課題解決や競争力強 ○経済団体、産業支援機関等と連携
ＩＴの活用が急速に浸透する中、 【教育庁義務教育課】 化に向け、企業や生産者のニー したＩＴ人材の育成、ＩＴ コー

■バックボーン 道民がＩＴの恩恵を享受していく 「教育の情報化」における ズを顕在化させ、地域産業と ディネーターの活用等
北海道ＩＴ推進プラン ためには、それぞれの目的や立場 ＩＴの活用や情報教育等につい ＩＴ関連産業を結びつけるため、 【総合政策部情報政策課、経済部

〔H20～H22〕 に応じて情報活用能力を向上させ て、研修を実施。 産業支援機関等と連携しながら、 産業振興課】

≪総合政策部情報政策課≫ ることが一層重要になっている。 経営とＩＴスキルを有するコー
○教育機関との連携による人材 ディネート能力を持った人材を ○公共訓練費、人材誘致推進事業費

○また、産業の国際競争力の維持・ 確保 【経済部産業振興課】 育成・活用する。 【経済部人材育成課】
強化を図っていくためには、技術 離職したＩＴ技術者のＩＴコー ○ＩＴ産業の育成や地域企業の
進歩の著しいＩＴ分野に関する高 ディネーター資格取得や地域企 ＩＴ化を一層促進するため、地 ○道立高校における情報教育の
度な知識や技術を有する人材の確 業へのコンサルティング派遣に 域におけるＩＴ人材の育成支援、 推進 【教育庁高校教育課】
保が重要だが、全国的なＩＴ需要 よるスキルアップを支援。 離転職者に対する機動的な職業
の拡大等に伴い、高度なＩＴ技術 訓練による再就職の促進や在職
者が不足しており、その育成が急 ○高度技術者等の人材誘致の推進 労働者の資質向上による企業活
務になっている。 【経済部人材育成課】 動への支援等を行う。

道外に在住する高度技術者等の
○道外に在住する高度技術者等の

Ｕ・Ｉターンを促進するため、
Ｕ・Ｉターンを促進するため、首都圏及び道内の相談体制を整
道外高度技術者に対する求人・備し、求人・求職者情報を提供。
求職・移住情報の提供、首都圏
及び道内の相談体制の整備等を
進める。

○将来のＩＴ産業を担う人材の育
成のため、道立高校において情
報処理教育に関わる教科・科目
の指導を充実するとともに、道
内教育機関と連携を図りながら、
将来のＩＴ産業を担う人材の育
成を推進する。
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【健康・環境関連】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○健康産業に関する人材育成 ○地域における公的保険外の健康サ ○需要喚起セミナーの開催 ○新たな健康サービスの創出に向 ○需要喚起セミナーの開催
〔健康サービス関連〕 ービスへの需要は顕在化してお ○高齢者健康づくりプログラム開 けた需要喚起とともに、事業化 ○事業化支援コーディネーターの

り、需要喚起とともに担い手の育 発と地域実践者育成 支援コーディネーターの自立と 育成と支援体制の構築
■バックボーン 成や支援体制の構築が必要。 ○健康サービスを含むコミュニテ 支援体制の確立に向けた取組を
北海道サービス産業 ィビジネスに係る事業化支援コ 行う。
振興方針 (H20～) ーディネーターの育成
≪経済部産業振興課≫

○健康産業に関する人材育成 ○販路の確保・拡大に次いで有能な ○大学等公設試験研究機関等とバ ○産業振興条例等既存施策での支 ○大学等公設試験研究機関等とバイ
〔バイオ関連〕 人材の確保・育成を経営上の優先 イオ企業とのマッチング支援 援やバイオ企業に不足する技術 オ企業とのマッチング支援

課題とするバイオ企業が多い。 等を有する大学等公設試験研究
■バックボーン

機関等との連携を進める。
北海道バイオ産業
振興方針 (H17～)

≪経済部産業振興課≫

○環境産業に関する人材育成 ○環境貢献の取組に対する国の支援 ○「環境力スタート」セミナーの ○中小企業が環境対応力を強化す ○カーボンフットセミナー等の開催
や排出量取引による外部技術・資 開催 （H21） ることは、自らの競争力を高め 中小企業におけるCO2排出量やエネ

≪経済部産業振興課≫ 金などの獲得には、先進環境対応 道内３カ所（函館・旭川・帯広） るとともに、新たな資金確保の ルギー使用量の「見える化」を促
設備等とのマッチングや自ら でセミナーを開催し、中小企業 手段ともなることから、事業者 進し、自らの事業活動における効
ＣＯ２等の環境負荷の管理等を行 の環境対応力強化を図った。 に対する研修等を実施する。 率的な取組を行うことが必要であ
うノウハウが必須であるが、地域 ○カーボンフットプリント実施促 ることから、カーボンフットセミ
の中小企業等では、これらの機会 進・「国内クレジット」等実施促 ナー等を実施予定。
に乏しく立ち後れている状況にあ 進セミナーの開催 （H22）
るため、中小企業の環境対応力強 道内３カ所（札幌・函館・旭川）
化を行う必要がある。 で開催。

○省エネ新エネの推進に関す ○省エネ・新エネ機器（高効率給湯 ○研修会の開催（Ｈ22） ○北海道全域の消費生活相談処理 ○研修会の開催
る人材の育成 器、太陽光発電装置等）などにつ ・地域の家電販売店、工務店等の経営 水準の底上げや相談体制整備に 地域の家電販売店、工務店等の経営者

いては、最近のめざましい技術開 者（販売員・技術者）を対象に育成 活用する。 （販売員・技術者）を対象に育成研修
≪経済部資源エネルギー課≫ 発に伴って急速に市場に出回って 研修を実施する（道内６箇所）。 を実施する。

おり、消費者に対し正確な情報を
提供し、消費者トラブルを未然に ・また、省エネ・新エネ機器ハン
防止することが必要である。 ドブックを作成し。研修後も実

○このようなことから、地域住民と
際の販売活動において活用して

密接な関わりを持っている地域の家
もらう。

電販売店や工務店等の経営者や従業
員が省エネ新エネの知識を習得し、
様々な機会を通じて、消費者に対し
て省エネ新エネに関する正確な情報
提供を行い、自立した消費者の育成
を図る必要がある。
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【商業関連】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

小売商業の後継者・担い手 ○近年の大型小売店の郊外立地によ ○北海道商店街振興組合連合会が ○道内商店街の活性化と組織強化、○北海道商店街振興組合連合会が
の育成 る中心市街地の空洞化や少子高齢 行う指導事業への支援 若手リーダー育成のため、北海 行う指導事業への支援

化による購買人口の減少、消費者 （（（（H20～H22） 道商店街振興組合連合会の実施 商店街リーダー育成や地域の活性
■バックボーン の生活環境の変化やニーズの多様 商店街リーダー育成や地域の活 する指導事業を支援。 化を図るための研修会開催への補
北海道小売商業振興方策 化などにより、商店街の衰退に歯 性化を図るための研修会開催へ 助。

(H18～) 止めがかからない状況 の補助。 ○商店街の世代交代に資する地域

≪経済部商業経済交流課≫ の多様な主体と連携した地域コ ○商店街まちづくりマネージャー
○このような環境の中、商店街を構 ○商店街まちづくりマネージャー ミュティ再生への取組を推進。 次世代連携事業
成する個店の経営者の高齢化も進 モデル事業（H21） 商店街まちづくりマネージャーを
んでいるため、多様な主体と連携 商店街活性化事業を企画・立案 配置して、商店街の次代を担う青
した活性化事業に取り組むことや する商店街まちづくりマネー 年部、後継者との連携による取組
今後の商店街を牽引する次世代リ ジャーをモデル的に配置。 を構築。
ーダーの育成に取組むことが必要

○商店街まちづくりマネージャー ○北海道小売商商業振興方策の見
成果普及発展事業（H22） 直し検討
商店街まちづくりマネージャー 方策策定時からの社会経済情勢の
を配置し、雇用継続が可能な収 変化などによる様々な課題を踏ま
益事業を実施。 え、見直しを検討。

○海外との経済交流に関わる ○成長著しい中国など東アジア地域 ○国際経済交流セミナー開催 ○東アジア地域は市場が拡大して ○国際経済交流セミナー開催
人材の育成 等に道産品の販路拡大を図ること (H20～22) いるが、本道企業の海外投資の 東アジア地域等への海外投資の

としているが、国や地域ごとに特 東アジア地域等への海外投資の ノウハウ等は十分とはいえない ノウハウ、相手国の法規制、通関、
■バックボーン 性が異なっており円滑な貿易実務 ノウハウ、相手国の法規制、通 状況にあり、今後とも情報提供 決済、物流等、実務上有益な分野
海外との経済交流推進方策 を行うための知識やノウハウが十 関、決済、物流等、実務上有益 を図り、貿易実務を習得する人 をテーマとして、全道各地で開催

(H22～) 分身についていない状況がある。 な分野をテーマとして、全道各 材育成の支援を行っていく。 （北海道国際ビジネスセンター

≪経済部商業経済交流課≫ 地で開催している。（北海道国際 負担金事業）
○ロシア極東地域は、ロシア連邦政 ビジネスセンター負担金事業） ○ロシアについては、現在のロシ
府の極東重視政策により大規模プ ア市場等についての的確な情報 ○貿易研修会開催
ロジェクトが進められているな ○貿易研修会開催(H20～22) が道内企業に十分伝わっておら 企業実務担当者や起業家を対象と
ど、今後も堅調な経済成長が見込 企業実務担当者や起業家を対象 ず、道内企業の間での不安要素 した輸出入手続、契約交渉・契約
める地域となっているが、現在の とした輸出入手続、契約交渉・ となっていることから、これら 書作成等、貿易実務に関わる研修
ロシア市場等についての的確な情 契約書作成等、貿易実務に関わ の情報提供を通じて、道内企業 会を開催（北海道国際ビジネスセ
報が道内企業に十分伝わっておら る研修会を開催している。（北海 の人材の高度化を図っていく。 ンター負担金事業）
ず、道内企業の間での不安要素と 道国際ビジネスセンター負担金
なっている。 事業）
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【建設業】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

建設産業人づくりの改革 ○建設業就業者の就業環境は、価格 ○支援プラン推進事業 ○支援プランに基づき、人材の確 ○支援プランに基づき、人材の確保
競争の激化に加え、冬期間におけ 関係部 建設部 経済部 農政部 保・育成、技術・技能の向上・ ・育成、技術・技能の向上・承継
る工事の減少など厳しい状況にあ 水産林務部 教育庁 承継に取り組む建設業を支援す に取り組む建設業を支援する。

■バックボーン る。 また、建設業に対する将来 〈建設情報課関係〉 る。
北海道建設産業支援プラン 性への不安から若年労働者の新規 ・専門技術者養成講座開催

(H20～H24) 入職者の減少や就業者の高齢化が (H20～H22)
≪建設部建設情報課≫ 進み、技術・技能の承継が困難に ・建設業人材育成ｾﾞﾐﾅｰﾙ開催

なっている。 (H20)

○このため、企業活動を担う人材の
確保・育成、技術・技能の向上・
承継等に取り組むことが必要とな
っている。

○

住宅建設技術者の育成 ○消費者が安心して住宅リフォーム ○住宅検査人講習会 （H21～H22） ○既存住宅のバリアフリー、省エ ○今後も北海道住宅検査人の育成を
に取り組める環境づくりを行うた 技術者を対象に「北海道住宅検 ネルギー、耐震性能などの基本 推進する。
めには、良質な住宅ストックの形 査人」の認定要件の一つである 性能の向上を図る。

■バックボーン 成や既存住宅市場活性化を目的と 「住宅検査人講習会を開催し、
北海道建設産業支援プラン して、技術者の健全な育成を図る 既存住宅の事前診断・評価手法 ○性能向上リフォーム技術の普及 ○今後もリフォーム技術者の育成を

(H20～H24) ことが重要である。 や改善技術の普及を図るととも を図る。 推進する。

≪建設部建築指導課≫ に、北海道住宅検査人の養成を
行った。

○性能向上リフォーム技術セミ
ナー （H21～H22）
技術者を対象に断熱・気密・換
気に係るセミナーを開催し、性
能向上リフォーム技術に関する
技術者の資質向上を図った。
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【その他】

育 成 対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○景観づくりを担う人材の ○道民の共有財産である良好な景観 ○景観学習プログラムの配布 ○景観づくりを担う企業や団体と ○景観づくり活動企業等登録制度の
育成 を将来にわたって引き継いでいく （H20～H22） の連携を図りながら、景観づく 創設

ために、本道の未来を担う子供た 学校や地域が主体となって景観 りについて学ぶ機会の充実を図 景観づくり活動企業等登録制度を
■バックボーン ちが景観づくりについて学ぶ機会 学習を実践する際の参考資料と る。 新たに創設し、登録企業が社員向
北海道景観づくり形成 の充実や、地域の活動の核となる して作成した「景観学習プログ けに行う研修等に講師の派遣等を
ビジョン 〔H20～H29〕 人材の養成など、地域の人々が自 ラム」（指導者用手引き、子ども 実施する。
≪建設部都市計画課≫ ら景観づくりを行っていけるよう 用ワークブック）を配布。 （その他は、H22までの取組を継続）

な環境づくりを進めることが課題 ○屋外広告物講習会の実施
である。 （H20～H22）

屋外広告業者の技術の向上や知
識の習得を目的に、条例に基づ
き、毎年開催。

○屋外広告士養成講座への講師 ○フラワーマスター認定講習会の
派遣派遣派遣派遣 （H20～H21） 実施（都市環境課）（H20～H22）
屋外広告物の制作・施工に関す 花の育成管理や街並み景観に配
る総合的な知識や技術を有する 慮した植花に関する知識・技術
屋外広告士の受験者等を対象に をもち、花のまちづくりのリー
した(社)北海道屋外広告業団体 ダーとして積極的に指導・助言
連合会主催の屋外広告士養成講 できるフラワーマスターの認定
座に講師を派遣。 に必要な講習会を実施。

○地域力の担い手の育成・ ○少子高齢化が進み、特に地域にお ○「地域課題の解決力」向上セミ ○それぞれの地域における地域力 ○地域力向上スキルアップ研修会
支援 ける過疎化が顕著となってきてい ナー（H20） の向上に向け、地域における人 実際に地域に入って活躍できるス

る中、地域の担い手が不足し、地 地域住民や行政職員を対象に、 材育成に係るニーズを把握し、 キルの習得を目指した、より実践
■バックボーン 域の活力が低下してきている。 協働に関する意識の醸成を図り、 ニーズに合った人材育成事業を 的な内容の研修会を実施する。
地域力の育成・向上に さらにはファシリテーターとし 展開していく。
向けた取組(方針) 〔H20～〕○そのような中、地域が抱える課題 ての実践的能力を養成する

≪総合政策部 を発見し、多様な主体が連携・協 ○地域力向上のための行政職員研
地域づくり支援局≫ 働して地域の課題を解決していく 修会（H20）

取組が必要不可欠となっている 行政職員を対象に、行政職員に
が、実際に地域で活動するための 求められる協働の考え方やファ
ノウハウや、人材が不足している。 シリテーターとして必要な知識

と技術を習得する

○行政とNPOをつなぐファシリテー ○地域力向上サポート実践研修会
ター養成セミナー（H21） （H22）
NPOや行政職員に求められる協働 NPOや行政職員をはじめとした地
の考え方やファシリテーターと 域の多様な主体が「地域力」の重
して必要な知識や技術を習得す 要性を認識し、地域力の向上を目
る 指し実際に地域で活躍できるスキ

ルを習得する
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【参考：雇用対策関係】

対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

若年者への就業支援 ○若年者を取り巻く雇用環境は、長 ○北海道若年者就業支援センター ○若年者を取り巻く雇用環境は依 ○北海道若年者就業支援センター
引く景気の低迷により、雇用の受 事業 （H20～H22） 然として厳しい状況にあること 事業

■バックボーン け皿となる道内企業が、厳しい経 ジョブカフェ北海道において、 から、セミナーやカウンセリン 職員を学校に派遣して行うカウン
北海道雇用創出基本計画 営環境にあることから、極めて厳 カウンセリングや各種セミナー グ及びマッチング等、早期就職 セリングの実施。

(H20～H23) しい状況にある。 など民間ノウハウを活用した総 に係る支援の充実を図る。

≪経済部雇用労政課≫ 合的な就職支援サービスを提供
○若年者が安定した職業に就くこと するとともに、資格取得に係る ○若年者を取り巻く雇用情勢に応
は、職業人としての能力の蓄積を 経費の一部を助成し、若者の就 じて、２２年度事業の継続実施
通じて本道の発展基盤を固めると 職を促進する。 などを検討する。
ともに、少子化対策の観点からも

○学卒未就職者等就職支援事業
重要である。 （H22)

人材育成会社に委託し、座学
○このことから、一人でも多くの若

による社会人基礎力の習得や職
者が希望を持って社会に参加でき 場体験による技能の習得等を併
るよう支援していくことが必要で せて実施し、学卒未就職者の就
ある。

職を促進する。

○新規高卒等未就職者対策事業
（交付金事業） (H22)
今春の新規学卒未就職者を道の
臨時職員として任用し、任用期
間中には、社会人基礎力やコミ
ュニケーション能力の向上に向
けた研修を実施し、任用期間中
あるいは任用期間終了後の早期
就職を促進する。

○インターンシップ協力企業等
開拓事業 (H22)
新規学卒者に対する就職支援を
行うため、インターンシップ受
入企業の開拓を行い、高校・大
学等の関係機関に協力企業の情
報を提供する。

○若年無業者に対する支援・協力
企業等開拓事業 (H22)
若年無業者の就業促進を拡大す
るため、就業体験・職業訓練等
の受入企業等を開拓し、地域の
支援ネットワークを構築する。
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対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

高齢者への就業支援 ○中高年の雇用失業情勢は厳しい状 ○中高年齢者等再就職支援事業費 ○中高年の雇用失業情勢は依然厳 ○中高年齢者等再就職支援事業費
況にある。 (Ｈ22～) しい状況にあることから、セミ セミナーや企業説明会等を実施し、

■バックボーン 北海道中高年者就職支援センタ ナーや企業説明会等を実施し、 早期再就職に係る支援の充実を図
北海道雇用創出基本計画 ○家庭を持ち生計を支える立場にあ ー「ジョブサロン北海道」を札 早期再就職に係る支援の充実を るとともに、札幌以外の地域にお

(H20～H23) る中高年の求職者は、再就職の緊 幌市内に開設し、適職診断やカ 図る。 いてカウンセリングを実施し、地

≪経済部雇用労政課≫ 急性が高い。 ウンセリングなどに中高年者の 域の中高年求職者の再就職を支援
円滑な再就職活動をサポートす ○また、札幌以外の地域において する。

○このため、再就職相談窓口を開設 る。 カウンセリングを実施し、地域
し、きめ細やかなカウンセリング の中高年求職者の再就職を支援
の実施により、円滑な求職活動を する。
サポートしていくことが必要であ
る。

○

障がい者などへの就業支援 ○障がい者などが働くことを通じ ○障害者職場実習企業開拓等事業 ○職場実習の機会の提供や障がい ○職場実習の受け入れ及び障がい者
て社会参加できるように支援する (Ｈ22） 者雇用などに関する社会的な理 雇用の理解促進の取組を引き続き

■バックボーン など、福祉から雇用への移行を図 障害者の職業生活における自立 解の促進を図る。 実施する。
北海道雇用創出基本計画 っていくことは重要な課題であ を図るために、企業開拓員を配

(H20～H23) る。 置し、職場実習等の受入企業を

≪経済部雇用労政課≫ 開拓等を行う。

○経済部障がい者職場実習事業
(Ｈ19～）

経済部に障がい者を職場実習と
して受け入れ、就業体験の機会
を提供することにより、一般雇
用に向けた社会的マナーや共用
及び職業能力の向上を図るとと
もに、道民の障がい者雇用に対
する理解を深める。

○

季節労働者の通年化の促進 ○道内には、季節的に循環雇用を繰 ○通年雇用促進支援事業 ○国、道及び市町村の季節労働者 ○新しい「季節労働者に関する取組
り返す季節労働者が９万５千人お （H20～H22） 対策の効果等により、季節労働 方針」（※現在、策定作業中）に基

■バックボーン り(Ｈ21年度)、道内の雇用労働者 季節労働者の通年雇用の促進に 者数は減少してきているものの、 づき、引き続き、季節労働者対策
・北海道雇用創出基本計画 の4.3％を占めている。 自発的に取り組む地域の関係者 本道の季節労働者数は、なお全 を推進する。

(H20～H23) から構成される協議会に参画し、 国の58％をしめており、今後も

・季節労働者対策に関する ○季節労働者の多くは不安定な生活 地域の独自の取組を支援。 引き続き対策が必要である。

取組方針 (H19～H21) を余儀なくされており、季節労働

≪経済部雇用労政課≫ 者の通年雇用化は本道の重要な課 ○季節労働者資格取得促進事業
題となっている。 （H20～H22）

季節労働者の通年雇用化に資す
る、ホームヘルパー養成研修や
大型車両の運転免許などの資格
取得費用の一部を助成。
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対 象 人 材 現 状 と 課 題 Ｈ２０～２２の主な取組 今後の展開方向 Ｈ２３年度以降の取組(案)

○

非正規労働者への対応等 ○近年非正規労働者の割合は、 増 ○非正規労働者就業環境改善事業 ○非正規労働者の就業環境改善を ○安心の仕事場づくり事業
加傾向であり、約３割を占め、全 (H21～H23) 図ることのほか、今後大幅な引 専門家派遣を充実させるほか、

■バックボーン 国10ブロックで一番高い。 企業や団体に専門家を派遣し、 上げが見込まれる最低賃金に企 フォローアップを行い、改善の取
北海道雇用創出基本計画 労務管理担当者などを対象に就 業が対応すること、慢性的に人 組を促進する。また、改善事例集

(H20～H23) ○非正規労働者に関しては、「改正 業環境改善を図るための指導・ 手不足となっている企業の人材 を作成し、普及する。

≪経済部雇用労政課≫ パートタイム労働法」が平成 20 助言を行うとともに、就業環境 確保を促進する必要があり、専
年４月に施行され、また、「有期 改善マニュアルを作成 門家派遣の充実を図る。
契約労働者の雇用管理の改善に関 （マニュアル作成はH21のみ）
するガイドライン」が制定され、
非正規労働者の正社員化や均衡処
遇の義務化、努力義務化が規定さ
れた。

○企業における非正規労働者の正社
員化や処遇の改善等を推進する必
要がある。

○

次代を担うものづくり人材 ○福祉・介護や医療・看護、農林漁 ○北海道ふるさとハローワーク就 ○ミスマッチの解消に向け、今年 ○北海道ふるさとハローワーク就職
の育成 業、食品加工分野などの分野にお 職支援事業 (H20～) 度の開催結果を踏まえ、より効 支援事業

いては、就業環境が厳しい職場で （北海道労働局と道の共同実施） 果的な事業の構築に向けた内容 これまで、札幌市を中心に開催し
■バックボーン あったり、当該産業への理解不足 福祉・介護分野やＩＴ分野など の見直しを北海道労働局ととも ていたセミナー等について、分野
北海道雇用創出基本計画 などが要因となりミスマッチが生 に特化した「業界研究セミナー」 に実施する。 に応じた開催地の見直しや、実施

(H20～H23) じている。 や「実践的職業講習会」を開催 内容の見直しを行い、引き続き実

≪経済部雇用労政課≫ し、業界理解や職業理解を深め、 施。
○産業理解、能力開発、マッチング 当該分野への就職を促進する。
などの観点から、人手不足解消に
向けた取組を進め、地域にある雇
用機会を求職者の雇用に結びつけ
る必要がある。

○

雇用のセーフティネットの ○依然、厳しい雇用情勢においては、○スキルアップ講習事業 (H20～) ○22年度の団体自主事業の取組結
整備 失業者に対する就業機会の創出や （雇用開発協会自主事業） 果等を踏まえ検討する。

職業訓練の充実などに取り組み、 求職者を対象にパソコン操作等
■バックボーン 「セーフティネットの充実」を図 を習得する講習会を開催し、早
北海道雇用創出基本計画 る必要がある。 期就職を促進する。

(H20～H23)

≪経済部雇用労政課≫


